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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第68期 

第１四半期連結 
累計期間 

第69期 
第１四半期連結 

累計期間 
第68期 

会計期間 
自平成25年１月１日 
至平成25年３月31日 

自平成26年１月１日 
至平成26年３月31日 

自平成25年１月１日 
至平成25年12月31日 

売上高 （百万円） 46,212 58,533 205,513 

経常利益 （百万円） 6,645 7,399 26,349 

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,907 4,426 15,769 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,052 4,127 21,200 

純資産額 （百万円） 131,308 148,171 146,930 

総資産額 （百万円） 211,999 235,893 232,982 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 54.14 61.26 218.37 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 54.02 61.14 217.90 

自己資本比率 （％） 61.4 62.2 62.4 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社55社（うち連結子会社53社）により構成され、主な事業内容は、フードサービス

機器の研究開発、製造、販売及び保守サービスであります。

当第１四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次

のとおりであります。

＜日本＞

主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

＜米州＞

主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はありません。

＜欧州・アジア＞

主な事業内容の変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

平成26年２月に、インドネシアにPT.HOSHIZAKI INDONESIAを設立し、連結の範囲に含めております。



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における国内の経済環境は、経済政策、金融政策の実施等により、引き続き景気は

緩やかに回復してきております。

海外におきましては、米国において、緩やかに景気回復基調が続いております。欧州において、景気は持ち直

しの動きがみられるものの、新興国においては、経済の成長鈍化等先行き不透明な状況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く環境におきましては、国内及び米国を中心に、主要販売先であるフードサービス産業

において、景気回復等により、設備投資が好調に推移いたしました。さらに、国内においては消費税率引上げに

伴う駆け込み需要も追い風となりました。

このような環境のなか、当社グループは引き続き、国内では、フードサービス産業への積極的な拡販と新規顧

客の継続的な開拓を行うと同時に、適切な増産体制を敷くことで、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の取り込

みを進めました。海外では、主力製品の拡販に努めました。その一方で、原価低減に加えITを活用した業務の効

率化や生産性の向上に努め、利益の確保にグループをあげて取り組みました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高585億33百万円（前年同期比26.7％増）、営業利益79

億５百万円（同83.7％増）、経常利益73億99百万円（同11.3％増）となりました。また、四半期純利益は、44億

26百万円（同13.3％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

日本におきましては、業務用冷蔵庫や製氷機、食器洗浄機等の拡販、その他の新規顧客への積極的な営業活

動を展開してまいりました。その結果、売上高は428億84百万円（前年同期比18.3％増）、セグメント利益は62

億99百万円（同61.8％増）となりました。

②米州

米州におきましては、製氷機や業務用冷蔵庫の拡販を推進いたしました。また、昨年買収いたしましたAços 

Macom Indústria e Comércio Ltda.等の寄与もあり、売上高は119億43百万円（前年同期比39.5％増）、セグメ

ント利益は19億76百万円（同115.8％増）となりました。

③欧州・アジア

欧州・アジアにおきましては、主力製品の積極的な拡販に努めてまいりました。また、昨年買収いたしまし

たWestern Refrigeration Private Limited等の寄与もあり、売上高は51億60百万円（前年同期比96.5％増）、

セグメント利益は２億84百万円（同698.0％増）となりました。

(2) 財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ29億10百万円増加し、2,358億93百万円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ49億16百万円増加し、1,653億86百万円となりました。主な要因は、現金

及び預金、商品及び製品が減少しましたが、受取手形及び売掛金の増加によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ20億６百万円減少し、705億７百万円となりました。主な要因は、有形固

定資産、のれん、投資その他の資産の減少によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ16億69百万円増加し、877億22百万円とな

りました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ17億44百万円増加し、676億52百万円となりました。主な要因は、未払法

人税等が減少しましたが、支払手形及び買掛金、賞与引当金の増加によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ74百万円減少し、200億69百万円となりました。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ12億41百万円増加し、1,481億71百万円となりました。為替換

算調整勘定が減少しましたが、利益剰余金の増加によるものであります。



 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、９億15百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年５月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 72,267,250 72,272,250

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

100株

計 72,267,250 72,272,250 ─ ─

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

   発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数

（株）

発行済株式 
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額
（百万円）

資本準備金 
残高
（百万円）

 平成26年１月１日～

平成26年３月31日

（注）１

4,000 72,267,250 2 7,903 2 5,734

 
 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成26年４月１日から平成26年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が５千株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ３百万円増加しております。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 



（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     500 ─ ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 72,257,500 722,575 ―

単元未満株式 普通株式    5,250 ─
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 72,263,250 ― ─

総株主の議決権 ─ 722,575 ─

 （注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式78株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有 
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の 
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ホシザキ電機株式会社
愛知県豊明市栄町   

南館３番の16
500 ― 500 0.00

計 ─ 500 ― 500 0.00

 （注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、626株であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平

成26年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 109,745 105,802 

受取手形及び売掛金 21,518 29,125 

有価証券 2,701 3,200 

商品及び製品 10,213 9,295 

仕掛品 2,768 2,927 

原材料及び貯蔵品 7,402 7,793 

その他 6,221 7,363 

貸倒引当金 △102 △120 

流動資産合計 160,469 165,386 

固定資産    

有形固定資産 41,496 41,345 

無形固定資産    

のれん 11,789 11,371 

その他 9,172 8,753 

無形固定資産合計 20,961 20,125 

投資その他の資産 ※１ 10,054 ※１ 9,035 

固定資産合計 72,513 70,507 

資産合計 232,982 235,893 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 12,922 15,840 

未払法人税等 5,352 3,843 

賞与引当金 2,632 5,524 

その他の引当金 1,051 1,054 

その他 43,950 41,389 

流動負債合計 65,908 67,652 

固定負債    

退職給付引当金 13,779 13,854 

その他の引当金 944 811 

その他 5,420 5,403 

固定負債合計 20,144 20,069 

負債合計 86,052 87,722 

 



 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成26年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,901 7,903 

資本剰余金 14,423 14,426 

利益剰余金 122,884 124,420 

自己株式 △0 △1 

株主資本合計 145,208 146,749 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 146 155 

為替換算調整勘定 102 △285 

その他の包括利益累計額合計 249 △129 

少数株主持分 1,472 1,552 

純資産合計 146,930 148,171 

負債純資産合計 232,982 235,893 

 



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 46,212 58,533 

売上原価 28,256 35,466 

売上総利益 17,955 23,067 

販売費及び一般管理費 13,651 15,161 

営業利益 4,304 7,905 

営業外収益    

受取利息 102 94 

受取配当金 0 0 

為替差益 2,049 － 

その他 207 133 

営業外収益合計 2,360 228 

営業外費用    

支払利息 2 40 

為替差損 － 660 

その他 16 34 

営業外費用合計 18 734 

経常利益 6,645 7,399 

特別利益    

固定資産売却益 1 1 

特別利益合計 1 1 

特別損失    

減損損失 － 61 

その他 14 11 

特別損失合計 14 73 

税金等調整前四半期純利益 6,632 7,327 

法人税、住民税及び事業税 3,819 3,927 

法人税等調整額 △1,085 △1,026 

法人税等合計 2,733 2,901 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,898 4,426 

少数株主損失（△） △9 △0 

四半期純利益 3,907 4,426 

 



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,898 4,426 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 167 9 

為替換算調整勘定 1,987 △307 

その他の包括利益合計 2,154 △298 

四半期包括利益 6,052 4,127 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 6,043 4,047 

少数株主に係る四半期包括利益 9 79 

 



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

 当第１四半期連結会計期間において、PT. HOSHIZAKI INDONESIAを設立したため、新たに連結の範囲に含めてお

ります。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１. 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成25年12月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成26年３月31日） 

投資その他の資産 242百万円 251百万円 

 

 ２. 偶発債務

     連結子会社のWestern Refrigeration Private Limitedは、連結会社以外の会社の銀行からの借入金に対

    して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年３月31日）

Haikawa Industries Private 

Limited
566百万円 613百万円

   なお、当社は当該債務保証につきまして、履行義務が発生した際には、Western Refrigeration Private 

Limitedの少数株主であるSimran Harmeet Singh氏他が、その全額を補償する契約を結んでおります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

     当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

   半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

   次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日
至  平成26年３月31日）

減価償却費 1,087百万円 1,281百万円

のれんの償却額 452 558

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日）

配当金支払額

 
（決 議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月12日 

取締役会
普通株式 2,165 30 平成24年12月31日 平成25年３月14日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

配当金支払額

 
（決 議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月12日 

取締役会
普通株式 2,890 40 平成25年12月31日 平成26年３月13日 利益剰余金

 

 



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
  日本 米州 欧州・アジア 計 

売上高            

外部顧客への売上高 35,355 8,421 2,436 46,212 － 46,212 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
881 141 189 1,212 △1,212 － 

計 36,236 8,562 2,626 47,425 △1,212 46,212 

セグメント利益 3,892 915 35 4,844 △540 4,304 

（注）１．セグメント利益の調整額△540百万円には、のれんの償却額△423百万円、無形固定資産等の償却額

△118百万円、棚卸資産の調整額△57百万円、その他セグメント間取引の調整等59百万円が含まれており

ます。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
  日本 米州 欧州・アジア 計 

売上高            

外部顧客への売上高 42,049 11,759 4,723 58,533 － 58,533 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
834 183 436 1,454 △1,454 - 

計 42,884 11,943 5,160 59,988 △1,454 58,533 

セグメント利益 6,299 1,976 284 8,560 △654 7,905 

（注）１．セグメント利益の調整額△654百万円には、のれんの償却額△527百万円、無形固定資産等の償却額

△185百万円、棚卸資産の調整額86百万円、その他セグメント間取引の調整等△28百万円が含まれており

ます。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 54円14銭 61円26銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 3,907 4,426

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,907 4,426

普通株式の期中平均株式数（千株） 72,180 72,263

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 54円02銭 61円14銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 158 140

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 －  －

 

 

（重要な後発事象）

   該当事項はありません。



２【その他】

平成26年２月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

①期末配当による配当金の総額・・・・・・・2,890百万円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・40円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成26年３月13日

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成26年5月12日

ホシザキ電機株式会社    

   取締役会 御中    

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 水上 圭祐  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 河嶋 聡史  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホシザキ電機

株式会社の平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２６年

１月１日から平成２６年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年１月１日から平成２６年３月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホシザキ電機株式会社及び連結子会社の平成２６年３月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

       告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 


